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令和７年度 第１回南島原市行政改革推進委員会  

会 議 次 第  
 

 

 

日時：令和７年５月２２日（木） 

午後１時３０分～ 

場所：南島原市役所 

   西有家庁舎３階大会議室 

 

 

１ 開 会 

 

２ 市長挨拶 

 

３ 委嘱状交付 

 

４ 諮 問 

 

５ 行政改革推進委員会の概要説明 

 

６ 議 題 

 

（１）第５次南島原市行政改革大綱の方向性について 

  【資料】 

・資料１ 行財政改革に関する最近の国の動向について 

・資料２ 市の人口推移及び公共施設の現状 

   ・資料３ 市の行政改革の背景と今後の方向性 

 

７ その他 

（１）今後のスケジュールについて 

   ・資料４ 第５次行政改革大綱・集中改革プラン 策定スケジュール（案） 

 

８ 閉 会 



2 

 

 

南島原市行政改革推進委員会 委員名簿 

任期：令和６年１０月５日～令和８年１０月４日 

No 氏     名 住       所 

1 隈
くま

 部
べ

  太
たい

 洋
よう

 南島原市有家町 

2 松
まつ

 﨑
ざき

  博
ひろ

 文
ふみ

 南島原市布津町 

3   梶
かじ

 原
わら

  正
まさ

 興
おき

 南島原市北有馬町 

4 西
にし

 田
だ

  由
ゆ

 里
り

 子
こ

 南島原市南有馬町 

5 川
かわ

 本
もと

  恵
え

 美
み

 南島原市深江町 

6 髙
たか

 木
き

  哲
てつ

 也
や

 南島原市加津佐町 

7 野
の

 中
なか

  孝
たか

 徳
のり

 南島原市南有馬町 

8 林
はやし

 田
だ

  理
り

 恵
え

 南島原市加津佐町 

9 恵
え

 藤
とう

  久
ひさ

 昭
あき

 南島原市口之津町 

10 本
もと

 村
むら

  光
みつ

 惠
え

 南島原市西有家町 

  (敬称略)  
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南島原市行政改革推進委員会条例 

（設置） 

第１条 社会経済情勢の変化に対応した簡素にして効率的な市政の実現を推進す

るため、南島原市行政改革推進委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

（任務） 

第２条 委員会は、市長の諮問に応じて、南島原市の行政改革の推進に関する重

要事項を調査審議し、その結果を市長に答申する。 

（組織） 

第３条 委員会は、委員 10人以内をもって組織する。 

２ 委員は、市政について優れた識見を有する者のうちから市長が委嘱する。 

３ 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員

の任期は、前任者の残任期間とする。 

４ 委員は、再任されることができる。 

（会長） 

第４条 委員会に、会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 会長に事故があるときは、あらかじめ会長が指名する委員が、その職務を代

理する。 

（会議） 

第５条 委員会の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。ただし、会長及び

その職務を代理すべき委員がともに欠けたときは、市長が招集する。 

２ 委員会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開き、議決することがで

きない。 

３ 委員会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の

決するところによる。 

（資料提出の要求等） 

第６条 委員会は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、市

の各機関の長に対し、資料の提出、意見の開陳、説明その他必要な協力を求め

ることができる。 

（庶務） 

第７条 委員会の庶務は、総務部人事課において処理する。 

（委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか、委員会に関し必要な事項は、市長が別に

定める。 
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附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成 18年９月１日条例第 206号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成 20年３月 25日条例第５号） 

この条例は、平成 20年４月１日から施行する。 

附 則（平成 31年３月 28日条例第 12号） 

この条例は、平成 31年４月１日から施行する。 

   附 則（令和７年３月 26日条例第９号） 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 



 

 行政改革推進委員会の概要 

 

１．経緯  

  市が取り組む行政改革に市民や有識者の意見を反映するため、平成１８年１０月

に条例により設置。 

 

２．現在の行政改革の取り組み  
 

令和３年度から令和７年度までの５年間を計画期間とする「第４次南島原市行政
改革大綱」を令和３年３月に策定。以下の４つを基本項目に定めるとともに、その
具体的な実施計画である「第４次南島原市集中改革プラン」に基づき、事務事業の
見直しや歳出の抑制、行政事務の効率化に取り組んでいます。 

 

基 本 項 目 
第４次南島原市集中改革プランに掲げる

取組項目数 

選択と集中による行財政運営 １４ 

健全で持続可能な財政基盤の確立 １５ 

スマート自治体の推進 ８ 

効率的な組織の構築と職員力の向上 ４ 

 

３．委員の役割  

通常年度・・・前年度の行政改革の取組み内容の審議等（年１回） 

計画策定年度・・・①前年度の行政改革の取組み内容の審議等（１回） 

（Ｒ７年度）    ②行政改革大綱及び実施計画（集中改革プラン）の内容に 

関する協議（５回程度） 
 

４．委員会の構成  

  １０名 

 

５．委員の任期  

２年間（ 令和６年１０月５日 ～ 令和８年１０月４日 ） 

   ※新規就任の方は、就任の日から令和８年１０月４日まで 

 

６．会議出席の報酬  

会議出席毎に６，０００円／人（所得税控除前）をお支払いいたします。 
 

７．事務局  

  総務部人事課（西有家庁舎２階）【直通：0957-73-6623】 

     【職員】 班長：隈部 友和 

 担当：荒木 優也 

 



行財政改革に関する
最近の国の動向

総務部人事課未来創生班

資料 １





１．最近の国の動向・・・デジタル行財政改革の必要性

第八回デジタル行財政改革会議資料から抜粋

１

＜新たな時代の環境＞
□ 生産年齢人口の減少（2023年：約7,395万人⇒2050年：約5,540万人（▲約1,855万人

（25％減少））

□ 少子高齢化（高齢化率：2020年：28.6％⇒2040年：34.8％）

□ 地域の人口密度の低下により公共サービス等（公共サービスに加えて公共性が高い民間の事業

     を含む）の生産性が低下し、必要な公共サービス等の提供が困難になることが想定

□ 個人のニーズの多様化

□ AI・5G・クラウドなどデジタル技術の進展

【公共サービスの担い手不足が顕在化】

〇教育分野では、公立小学校の教員採用試
験の受験者数・倍率がともに低下傾向

〇介護分野では、高齢化に伴う需要の急増
により、今後２０年間で約５７万人の人
材不足が生じる見通し

〇ＤＸ担当職員が３名以下の自治体が４
９％（１名以下の自治体は１２％）



２．最近の国の動向・・・デジタル行財政改革の基本的考え方と取組方針

２
第八回デジタル行財政改革会議資料から抜粋

基本的な考え方

急激な人口減少社会に対応するため、利用者起点で我が国の行財政のあり
方を見直し、デジタルを最大限に活用して公共サービス等の維持・強化と地
域経済活性化を図り、社会変革を実現する。

【取組方針】

１.技術の進展（イノベーション）に即し、デジタル活用を阻害している規
制・制度（レギュレーション）を徹底的に見直し。

２.地域を支える公共サービス等に関し、システムの統一・共通化等で現場
負担を減らすとともに、デジタルの力も活用してサービスの質も向上。

３.ＥＢＰＭ の手法も活用し、ＫＰＩや政策効果の「見える化」を進め、
予算事業を不断に見直し。

※1

※１ ＥＢＰＭ（エビデンス・ベースト・ポリシー・メイキング）
→政策の企画をその場限りのエピソードに頼るのではなく、
政策目的を明確化したうえで合理的根拠（エビデンス）に
基づくもの。（証拠に基づく政策立案）



３．最近の国の動向・・・活力ある多様な地域社会を実現するための主な取組

〇 人口減少・少子高齢化、ＤＸやＧＸへの対応、ＳＤＧｓの実現、過疎地域や離島など条件不利地域対策等の課題に地方は直面
〇 全国津々浦々の地域の課題に的確に対応し、公の使命として、全国どこでも、活力ある多様な地域社会を実現するには、持続

可能な地方行財政基盤の確立を図ることが重要。このため、必要な一般財源総額を確保するとともに、以下の３つの柱に基づく
取組を推進。

１.地域におけるＤＸの推進 ２.地域で活躍する人材の充実・
地域活性化

３.安全・安心なくらしの実現

１.地域におけるＤＸの推進

自治体行政におけるＤＸの推進

〇 住民目線に立った創意工夫によるフロントヤードの改革(オンライン申請、ワン
ストップ窓口、マイナンバーカードの利活用等)を通じた住民サービスの利便性の
向上、効果的・効率的な行政事務の推進。

〇 創意工夫を要する業務等へのシフトによる人的資源の最適配分やデータドリブン
の意思決定による政策立案の向上。

住民との接点（フロントヤード）の改革

オンライン申請の推進・強化

・転出届のオンライン化など
マイナポータルの利活用拡大

・地方税の電子納付
（eLTAX、統一QRコード）
地方税以外の公金への拡大

多様な窓口の実現

・書かない窓口
・ワンストップ窓口
・リモート窓口

マイナンバーカードの利活用の推進

・救急業務の迅速化
・避難所受付における利用
・地域公共交通における利用

住民目線に立った
創意工夫による

行政サービスの充実・深化

対人業務

きめ細やかな対応
✓相談窓口
✓アウトリーチ

内部事務（バックヤード）

フロントヤード改革を支える内部
事務のシステム整備

✓基幹業務システムの標準化・共通化
✓ＡＩ・ＲＰＡの活用

デ
ー
タ
連
携

✓独自施策アプリの共同利用や
自治体間連携への環境整備

各種データ等
の収集

✓基幹業務のデータ
✓各種統計データ
✓各業務分野のデー
タ

抽出

創意工夫を
要する業務

データドリブン
な行政経営

✓企画立案
✓意思決定

※１

※１：勘や経験ではなく、データ分析に基づいて意思決定を行う業務のプロセス。

人的資源の
最適配分

地域社会におけるＤＸの推進

〇 事業着手・計画策定から定着・浸透まで一気通貫の支援に自
治体への伴走型支援の強化により、地域課題の解決に資するロ
ーカル５Ｇ等を活用したデジタル実装を全国に展開。

第33次地方制度調査会第18回専門委員会資料から抜粋 ３

※１

統計データなど
様々なデータを
利活用した分析

✓ ＢＩツール
✓ ＡＩ



４．最近の国の動向・・・自治体フロントヤード改革が目指すもの

コンセプト
①マイナンバーカードの活用

で住民との接点の多様化

 ・充実化（オムニチャネル化 ）※

②紙ではなくデータ対応

③庁舎空間は、

単なる手続きの場所から

 多様な主体との協働の場へ

※リアルからオンラインまであらゆるチャネルを相互に融合し、境目なく運用すること

イメージ ～各自治体の実情に応じた創意工夫で、新しいフロントヤード（住民と自治体の接点）を～

Ｄ 自治体と住民との接点の充実化 マイナンバーカードの更なる利活用シーンの拡大 （例）・避難所受付における利用
・地域公共交通における利用

第33次地方制度調査会第18回専門委員会資料から抜粋 ４



 

 

 

 

 

 
 

 

市の人口推計及び公共施設の現状 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

南島原市総務部人事課 

 

資料 ２ 
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１．将来人口の予測  

（１）南島原市全体の将来人口推計 

 本市の総人口は、合併前から減少を続けており、２０２０年（令和２年）の国勢調査では４２，３３０人でした。令和５年１２月に示され

た国立社会保障人口問題研究所の推計では、２０４０年（令和２２年）には、２０２０年（令和２年）と比較して３６．１％減の２７,０３５

人に減少すると予測されています。 

 また、内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局・内閣府地方創生推進事務局が作成した「将来人口推計のためのワークシート（令

和６年６月版）」によって算出した２０７０年までの推計人口は、下記図表のとおりです。 

図表 南島原市の将来人口推計 
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（２）旧町別将来人口推計 

※旧町毎の推計人口は、将来人口推計のためのワークシート（R6.6 版）上の計算式等により簡易的に算出したものです。国勢調査の結果の

うち、年齢不詳の人数は推計の計算から除外しています。 

※2015年、2020年は、国勢調査の実績です。 
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２．公共施設の現状（公共施設等総合管理計画個別施設計画（R2.3）記載内容抜粋）  

（１）市民文化系施設 

 

図表　集会施設の現状と今後の方向性

施設名 築年 構造
延床面積
（㎡）

土地の
状況

施設の
方向性

説明 令和６年度末の進捗

1 深江公民館 S49 ＲＣ造 1,931.38 所有 改修 R6～7を目標に改修。 計画変更　第２期計画へ計上

2 深江ふるさと伝承館 H15 ＲＣ造 2,460.78 所有 R9以降検討 -

3 布津公民館 S45 ＲＣ造 1,055.97 所有 建替え（複合）
R4～6を目標に建替え。その際、布津支
所、布津図書室との複合化を検討。

計画変更　時期未定

4 ありえコレジヨホール H8 ＲＣ造 4,181.68 借地 R9以降検討 -

5 堂崎公民館 S55 ＲＣ造 699.35 所有 R9以降検討 -

6 西有家総合学習センター H16 ＲＣ造 4,052.22 所有 R9以降検討 -

7 西有家公民館里坊分館 S47 木造 97.52 借地 検討 R8までに譲渡または廃止等を検討。 地元調整中　遅れあり

8 西有家公民館龍石分館 S47 木造 98.00 借地 検討 R8までに譲渡または廃止等を検討。 計画変更　第２期計画へ計上

9 西有家公民館慈恩寺分館 S47 木造 84.00 借地 検討 R8までに譲渡または廃止等を検討。 地元調整中

10 西有家公民館見岳分館 S47 木造 87.55 所有 検討 R8までに譲渡または廃止等を検討。 地元調整中

11 西有家公民館長野分館 H6 木造 84.00 所有 検討 R8までに譲渡または廃止等を検討。 地元調整中

12 西有家あけぼの会館 S63 ＲＣ造 481.30 所有 R9以降検討 -

13
北有馬ピロティ文化セ
ンター日野江

H6 ＲＣ造 2,559.74 所有 改修（複合）
R5～6を目標に改修。その際、北有馬支所
との複合化を検討。

計画変更　第２期計画へ計上

14 北有馬集いの家 S59 ＲＣ造 426.81 所有 R9以降検討 -

15 北有馬灰木住民センター S61 木造 198.00 所有 検討 R8までに譲渡または廃止等を検討。 計画変更　第２期計画へ計上

16 北有馬田平住民センター H6 木造 445.25 所有 検討 R8までに譲渡または廃止等を検討。 地元調整中

17 北有馬折木公民館 H21 木造 104.90 所有 検討 R8までに譲渡または廃止等を検討。 地元調整中

18 原城オアシスセンター H9 ＲＣ造 1,336.00 借地 R9以降検討 -

【構造欄の略称】 

ＲＣ造 ：鉄筋コンクリート造り 

Ｓ造  ：鉄骨造 

ＳＲＣ造：鉄骨鉄筋コンクリート造 
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（２）社会教育系施設 

 
 

19 青年会館 S62 木造 72.80 所有 除却 R3を目標に除却。 R5年度除却完了

20 口之津公民館 S55 ＲＣ造 1,588.87 所有 R9以降検討 -

21 加津佐公民館 S47 ＲＣ造 1,043.00 所有 改修 R3～4を目標に改修。 R6設計、R7～R8改修予定

22 加津佐成年・婦人会館 S56 ＲＣ造 518.40 所有 R9以降検討 -

23 加津佐津波見地区公民館 H3 木造 161.00 所有 検討 R8までに譲渡または廃止等を検討。 計画変更　第２期計画へ計上

24
加津佐六反田ふれあい
センター

H6 木造 239.00 所有 検討 R8までに譲渡または廃止等を検討。 計画変更　第２期計画へ計上

図表　廃校施設の現状と今後の方向性

施設名 築年 構造
延床面積
（㎡）

土地の
状況

施設の
方向性

説明 令和６年度末の進捗

1 旧長野小学校塔ノ坂分校 S29 木造 182.00 所有 R9以降検討 -

2 旧山口小学校 S31 木造 880.00 所有 R9以降検討 -

3 旧津波見小学校 S34 木造 1,115.74 所有 R9以降検討 -

図表　資料館等の現状と今後の方向性

施設名 築年 構造
延床面積
（㎡）

土地の
状況

施設の
方向性

説明 令和６年度末の進捗

1 深江埋蔵文化財整理室 S48 Ｓ造 310.00 所有 移転（除却）
R8までに他の施設へ移転を検討 移転後、
既存の建物は除却

R8除却に向け準備中

2
深江埋蔵文化財・噴火
災害資料館

H18 Ｓ造 226.06 所有 R9以降検討 -

3 縄文の館 H10 ＲＣ造 144.00 所有 R9以降検討 -

4 北有馬歴史民俗資料館 H7 ＲＣ造 1,078.97 所有 R9以降検討 -

5 口之津歴史民俗資料館 S62 ＲＣ造 1,000.89 所有 R9以降検討 -
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（３）スポーツ・レクリエーション系施設 

 

図表　図書館の現状と今後の方向性

施設名 築年 構造
延床面積
（㎡）

土地の
状況

施設の
方向性

説明 令和６年度末の進捗

1 深江図書館 H15 ＲＣ造 337.00 所有 R9以降検討 -

2 布津図書室 S45 ＲＣ造 136.00 所有 建替え（複合）
R4～6を目標に建替え。その際、布津支
所、布津公民館との複合化を検討。

計画変更　第２期計画へ計上

3 有家図書館 H8 ＲＣ造 309.97 借地 R9以降検討 -

4 西有家図書館 H16 ＲＣ造 711.02 所有 R9以降検討 -

5 北有馬図書室 H6 ＲＣ造 96.00 所有 改修（複合）
R5～6を目標に改修。その際、北有馬支所
との複合化を検討。

計画変更　第２期計画へ計上

6 原城図書館 H18 ＲＣ造 1,713.77 借地 R9以降検討 -

7 口之津図書館 H5 ＲＣ造 1,234.02 所有 R9以降検討 -

8 加津佐図書館 H2 ＲＣ造 497.00 所有 R9以降検討 -

図表　文化芸術施設の現状と今後の方向性

施設名 築年 構造
延床面積
（㎡）

土地の
状況

施設の
方向性

説明 令和６年度末の進捗

1 アートビレッジ・シラキノ S54 ＲＣ造 1,835.00 所有 改修
R7～8を目標に改修。給食調理室R7を目標
に除却

本館改修は予算の状況次第。
給食室継続利用。

図表　スポーツ施設の現状と今後の方向性

施設名 築年 構造
延床面積
（㎡）

土地の
状況

施設の
方向性

説明 令和６年度末の進捗

1 深江体育館 S58 ＳＲＣ造 2,068.25 所有 改修 R4を目標に改修 計画変更　第２期計画へ計上

2 深江船津トレーニング場 H5 Ｓ造 801.54 所有 R9以降検討 -

3 深江柔剣道場 H2 ＲＣ造 602.00 所有 R9以降検討 -

4 深江弓道場 H11 木造 203.00 所有 R9以降検討 -
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5 深江運動場 体育倉庫他 S52 Ｓ造 215.87 所有 R9以降検討 -

6 深江相撲道場 S55 木造 18.00 所有 R9以降検討 -

7 布津第一体育館 H9 Ｓ造 481.00 所有 除却 R4を目標に除却 計画変更　第２期計画へ計上

8 布津第二体育館 H8 Ｓ造 481.00 所有 R9以降検討 -

9 布津ふるさと道場 H4 ＳＲＣ造 1,224.00 一部借地 改修 R7を目標に改修 R1に床・照明改修済

10 布津グラウンド 管理棟 S55 ＲＣ造 171.06 所有 R9以降検討 -

11 布津テニスコート 管理棟 H10 木造 43.00 所有 R9以降検討 -

12
有家東部地区農林漁業者ト
レーニングセンター

S61 Ｓ造 595.00 借地 R9以降検討 -

13 有家柔剣道場 S56 ＲＣ造 571.00 所有 R9以降検討 -

14 有家弓道場 S56 Ｓ造 204.00 所有 R9以降検討 -

15 有家総合運動公園 スタンド他 H7 ＲＣ造 219.00 一部借地 R9以降検討 -

16 マリンパークありえ 管理棟 H13 ＲＣ造 145.00 所有 R9以降検討 -

17 西有家長野体育館 S46 Ｓ造 405.00 所有 除却 R5を目標に除却
慈恩寺小学校と計画入れ替え。第
２期計画へ計上

18 西有家慈恩寺体育館 S47 Ｓ造 415.00 所有 R9以降検討
長野小学校と計画入れ替え。R7解
体実施準備中

19 西有家見岳体育館 S47 Ｓ造 415.00 所有 除却 R5を目標に除却 計画変更　第２期計画へ計上

20 西有家B＆G海洋センター S57 ＳＲＣ造 2,415.78 所有 改修 R3を目標に改修
プール除却再調整中
計画変更　第２期計画へ計上

21 西有家弓道場 S57 Ｓ造 100.00 所有 R9以降検討 -

22 北有馬田平体育館 S58 ＳＲＣ造 528.00 所有 R9以降検討 R8年度除却予定

23 北有馬坂下体育館 S59 ＳＲＣ造 494.00 所有 除却 R3を目標に除却
R6年度から文化財出土品保管
施設へ転用

24
北有馬ふれあい交流広
場 管理棟他

H7 ＲＣ造 342.44 所有 R9以降検討 -

25 南有馬体育館 S58 ＲＣ造 1,175.00 所有 改修 R8を目標に改修 R8年度LED改修予定
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26 南有馬古園体育館 S59 ＳＲＣ造 594.00 所有 R9以降検討 -

27 南有馬吉川体育館 S63 ＳＲＣ造 794.00 所有 除却 R4を目標に除却 計画変更　第２期計画へ計上

28 南有馬白木野体育館 S59 ＳＲＣ造 660.00 所有 R9以降検討 -

29 南有馬梅谷体育館 S63 ＳＲＣ造 594.00 所有 R9以降検討 -

30 南有馬武道館 H14 ＳＲＣ造 2,009.10 所有 R9以降検討 -

31 南有馬運動公園 S58 ＳＲＣ造 1,135.32 所有 R9以降検討 -

32 口之津体育館 S55 ＳＲＣ造 1,015.00 所有 R9以降検討 -

33 口之津第一体育館 S54 ＳＲＣ造 715.00 所有 除却 R3を目標に除却 R6.6除却完了

34 口之津第二体育館 S53 ＳＲＣ造 715.00 所有 R9以降検討 -

35 口之津第三体育館 S57 ＳＲＣ造 690.00 所有 R9以降検討 -

36 口之津プール S62 ＳＲＣ造 820.60 所有 R9以降検討 -

37 加津佐B＆G海洋センター S55 ＳＲＣ造 2,857.40 所有 R9以降検討 -

38 加津佐山口体育館 S56 ＳＲＣ造 563.00 所有 R9以降検討 -

39 加津佐宮原体育館 S61 ＳＲＣ造 699.00 所有 除却 R3を目標に除却 計画変更　第２期計画へ計上

40 加津佐津波見体育館 S57 ＳＲＣ造 617.00 所有 R9以降検討 -

41 加津佐弓道場 H10 木造 204.14 所有 R9以降検討 -
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（４）産業系施設 

 

図表　レクリエーション施設・観光施設の現状と今後の方向性

施設名 築年 構造
延床面積
（㎡）

土地の
状況

施設の
方向性

説明 令和６年度末の進捗

1 日野江の里「天守閣タワー」 S63 Ｓ造 50.00 所有 R9以降検討 -

2 有馬キリシタン遺産記念館 S62 ＲＣ造 1,430.00 所有 R9以降検討 -

3 西望記念館 S54 木造 681.00 所有 R9以降検討 -

4 かづさ前浜海水浴場桟敷他 H5 Ｓ造 788.68 一部借地 改修 R3を目標に改修
先進的海洋センター整備事業にあ
わせて一部整備を計画中

5 かづさオートキャンプ場 H12 木造 50.40 所有 R9以降検討 -

図表　農業施設の現状と今後の方向性

施設名 築年 構造
延床面積
（㎡）

土地の
状況

施設の
方向性

説明 令和６年度末の進捗

1 深江特産物直売所 H17 木造 295.00 所有 検討 R2を目標に譲渡等を検討 R4.4運営団体へ無償譲渡済

2 布津多目的集会施設 S63 ＲＣ造 835.00 所有 改修 R4～6を目標に改修 R6完了

3 有家農業構造改善センター H6 ＲＣ造 624.00 所有 R9以降検討 -

4 有家農村婦人の家 S56 Ｓ造 302.00 借地 R9以降検討 -

5 有家蒲河地区高齢者研修センター H5 Ｓ造 298.00 借地 R9以降検討 -

6 有家新切地区農産物直売所 H15 木造 40.00 所有 検討 R2を目標に譲渡または廃止等を検討
当面、農村整備課倉庫へ転用
計画変更（時期未定）

7 西有家上原農事研修施設 S58 木造 87.00 所有 検討
R2を目標に地元自治会への譲渡または廃止
等を検討

R4.4自治会へ譲渡済

8 西有家塔ノ坂農事研修施設 S53 木造 86.00 所有 検討 R2を目標に譲渡または廃止等を検討 R4.4自治会へ譲渡済

9 北有馬多目的研修集会施設 S56 ＲＣ造 400.00 所有 R9以降検討 -

10 北有馬農村婦人の家 S60 Ｓ造 239.00 所有 検討 R5を目標に譲渡または廃止等を検討 R6.4.1に用途廃止



16 

 

 

 

 

 
 

 

11 北有馬農産物処理加工施設 H5 ＲＣ造 126.00 所有 検討 R5を目標に譲渡または廃止等を検討 R6.4.1に用途廃止

12
加津佐宮原名環境改善
センター

H7 木造 195.00 所有 検討
R4を目標に地元自治会への譲渡または廃止
等を検討

計画変更　第２期計画へ計上

13 加津佐農村婦人の家 S60 Ｓ造 204.00 所有 R9以降検討 -

図表　水産業施設の現状と今後の方向性

施設名 築年 構造
延床面積
（㎡）

土地の
状況

施設の
方向性

説明 令和６年度末の進捗

1
深江町クルマエビ養殖
用作業保管施設

H16 Ｓ造 371.00 所有 検討 R8を目標に地元漁協への譲渡等を検討
R16までの委託契約期間満了まで現行

のまま。計画変更　第２期計画へ

2 西有家漁船用給油施設 S58 Ｓ造 11.96 借地 検討
R3～R4を目標に地元漁協への譲渡または廃
止等を検討

県管理の港湾施設内の建物全体とし

ての今後のあり方を検討中　遅れあ

り

3 西有家漁具倉庫 S59 Ｓ造 562.50 借地 検討
R5～R6を目標に地元漁協への譲渡または廃
止等を検討

県管理の港湾施設内の建物全体とし

ての今後のあり方を検討中　遅れあ

り

4 西有家水産物荷捌き施設 H15 Ｓ造 192.92 借地 検討 R8を目標に地元漁協への譲渡等を検討
県管理の港湾施設内の建物全体としての

今後のあり方を検討中　計画変更　第２

期計画へ

5 東大泊船溜漁具倉庫 H4 木造 89.43 借地 検討
R5～R6を目標に地元漁協への譲渡または廃
止等を検討

県管理の港湾施設内の建物全体とし

ての今後のあり方を検討中　遅れあ

り

図表　商工宿泊施設の現状と今後の方向性

施設名 築年 構造
延床面積
（㎡）

土地の
状況

施設の
方向性

説明 令和６年度末の進捗

1 旧布津小学校（第二分校） S60 ＲＣ造 356.00 一部借地 R9以降検討 -

2 西有家素麺備蓄第1倉庫 S58 Ｓ造 990.00 一部借地 R9以降検討 -

3 西有家素麺備蓄第2倉庫 H1 Ｓ造 868.39 所有 R9以降検討 -

4 旧長野小学校 S54 ＲＣ造 1,596.00 一部借地 R9以降検討 -

5 西有家ふるさと産品販売施設 H10 ＲＣ造 77.00 所有 R9以降検討 -

6 エコパーク論所原　農舎他 H17
木造、ＲＣ
造

1,164.03 所有 R9以降検討 -

7 コミュニティ原城・原の館 H11 ＲＣ造 3,556.78 一部借地 R9以降検討 -
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（５）学校教育系施設 

 

 

（６）子育て支援施設 

 

 

8 旧吉川小学校校舎 S63 ＲＣ造 1,582.00 所有 R9以降検討 -

9 口之津特産品販売所 H3 Ｓ造 19.00 所有 除却 R3を目標に除却 オルレ等の事業用物置で使用中

図表　学校給食センターの現状と今後の方向性

施設名 築年 構造
延床面積
（㎡）

土地の
状況

施設の
方向性

説明 令和６年度末の進捗

1 深江学校給食センター H17 Ｓ造 813.00 所有 集約（転用）
R3を目標に集約。既存の建物は関係部局と
連携し活用を検討。

R5売却見込

2 布津学校給食センター H5 ＲＣ造 616.00 借地 集約（除却）
R3を目標に集約。既存の建物はR4を目標に
除却。

R4譲渡済

3 有家学校給食センター H4 ＲＣ造 709.00 借地 集約（除却）
R3を目標に集約。既存の建物はR4を目標に
除却。

地権者等と調整中

4 西有家学校給食センター H3 ＲＣ造 510.00 借地 集約（除却）
R3を目標に集約。既存の建物はR4を目標に
除却。

地籍調査による境界決定後調整予
定

5 北有馬学校給食センター H9 ＲＣ造 524.00 借地 集約（除却）
R3を目標に集約。既存の建物はR4を目標に
除却。

R7解体予定

6 口之津学校給食センター H17 ＲＣ造 328.00 所有 集約（除却）
R3を目標に集約。既存の建物はR4を目標に
除却。

改修後学校施設として使用

図表　幼稚園の現状と今後の方向性

施設名 築年 構造
延床面積
（㎡）

土地の
状況

施設の
方向性

説明 令和６年度末の進捗

1 北有馬幼稚園 H7 ＲＣ造 725.10 所有 R9以降検討 -

図表　保育所施設の現状と今後の方向性

施設名 築年 構造
延床面積
（㎡）

土地の
状況

施設の
方向性

説明 令和６年度末の進捗

1 北有馬田平保育所 S57 Ｓ造 248.00 所有 除却 R3を目標に除却 R7除却に向け準備中

2 北有馬保育所（こども園） S58 ＲＣ造 404.00 所有 改修 R2を目標に改修 R2改修工事済
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（７）福祉・保健施設施設 

 

 

図表　高齢福祉施設の現状と今後の方向性

施設名 築年 構造
延床面積
（㎡）

土地の
状況

施設の
方向性

説明 令和６年度末の進捗

1 深江ふれあいの家 H2 ＲＣ造 1,358.00 所有 R9以降検討 -

2 ふかえ勤労者会館 H9 ＲＣ造 747.00 所有 R9以降検討 -

3 布津福祉センター H16 Ｓ造 2,294.00 所有 R9以降検討 -

4 布津デイサービスセンター H16 Ｓ造 346.00 所有 検討 R4を目標に民間へ貸与等を検討
R8に指定管理者・利用者の意向を確

認し、方針決定予定　第２期へ計画

変更

5 有家老人福祉センター S56 ＲＣ造 704.00 所有 改修 R7～8を目標に改修 計画変更　第２期計画へ計上

6 有家老人デイサービスセンター S56 ＲＣ造 415.00 所有 検討 R4を目標に民間へ貸与等を検討
R8に指定管理者・利用者の意向を確

認し、方針決定予定　第２期へ計画

変更

7 西有家老人福祉センター S58 ＲＣ造 581.00 借地 R9以降検討 -

8 西有家引無田生活舘 S61 木造 154.00 所有 検討
R8を目標に地元自治会へ譲渡または廃止等
を検討

地元調整中

9 北有馬老人福祉センター S53 Ｓ造 708.00 一部借地 R9以降検討 -

10 口之津老人福祉センター S55 ＲＣ造 692.00 所有 R9以降検討 -

11
口之津デイサービスセン
ター

H13 Ｓ造 559.00 所有 検討 R4を目標に民間へ譲渡または廃止等を検討 R5年度用途廃止済

12
加津佐総合福祉セン
ター

H10 Ｓ造 1,724.00 借地 R9以降検討 -

図表　保健センターの現状と今後の方向性

施設名 築年 構造
延床面積
（㎡）

土地の
状況

施設の
方向性

説明 令和６年度末の進捗

1 布津保健センター H16 Ｓ造 750.00 所有 R9以降検討 -

2 有家保健センター H8 ＲＣ造 732.00 所有 R9以降検討 -

3 西有家保健センター S58 ＲＣ造 633.00 借地 検討
R8を目標に老人福祉センターへ転用等を検
討

R6.4から西有家老人福祉センター
に転用

4 北有馬保健センター H13 Ｓ造 499.00 借地 R9以降検討 -
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（８）行政系施設 

 

 

 ※消防施設の記載は省略 

 

5 口之津保健センター H13 Ｓ造 847.00 一部借地 検討 R8を目標に民間へ譲渡または廃止等を検討
R6.4廃止。建物は防災課使用。跡
地の取扱いを検討中。

6 加津佐保健センター H9 ＲＣ造 665.00 借地 R9以降検討 -

図表　行政庁舎の現状と今後の方向性

施設名 築年 構造
延床面積
（㎡）

土地の
状況

施設の
方向性

説明 令和６年度末の進捗

1 深江庁舎 S48 ＲＣ造 2,814.81 所有 R9以降検討 -

2 布津庁舎 S36 ＲＣ造 1,167.78 一部借地 建替え（複合）
R4～R6を目標に建替え。その際、布津公民館と布
津図書室との複合化を検討。

R6別館解体済。本館は計画変更
（時期未定）

3 有家庁舎 S55 ＲＣ造 3,669.00 一部借地 R9以降検討 H29に改修済 -

4 西有家庁舎 H5 ＲＣ造 3,737.59 一部借地 R9以降検討 -

5 北有馬庁舎 S43 ＲＣ造 1,337.83 所有 改修（複合）
R5～R7を目標に北有馬ピロティー文化センター日
野江への複合化を検討。

計画変更（時期未定）

6 南有馬庁舎 H5 ＲＣ造 3,755.24 所有 R9以降検討 -

7 口之津庁舎 R2 ＲＣ造 317.71 所有 R9以降検討 口之津港ターミナルと複合化済 -

8 加津佐庁舎 H20 Ｓ造 1,045.08 借地 R9以降検討 -

図表　その他行政系施設の現状と今後の方向性

施設名 築年 構造
延床面積
（㎡）

土地の
状況

施設の
方向性

説明 令和６年度末の進捗

1 市備蓄倉庫（旧見岳小学校） S56 ＲＣ造 1,410.23 一部借地 R9以降検討 -

2
須川港多目的防災広場 倉
庫・トイレ

H23 ＲＣ造 96.01 所有 R9以降検討 -

3 アーカイブズ文書センター S52 ＲＣ造 2,987.50 所有 R9以降検討 -

4 加津佐地区資材ストックヤード S53 木造 32.80 所有 除却 R7～8を目標に除却 R8実施予定
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（９）供給処理施設 

 

 

 

 
 

図表　管理棟の現状と今後の方向性

施設名 築年 構造
延床面積
（㎡）

土地の
状況

施設の
方向性

説明 令和６年度末の進捗

1 深江衛生センター S63 ＲＣ造 294.00 所有 R9以降検討 -

2 南有馬衛生センター 管理棟 H4 ＲＣ造 461.00 所有 改修 H30からR2を目標に改修 R2改修済

3 南有馬衛生センター 事務所棟 H12 ＲＣ造 706.00 所有 R9以降検討 -

図表　し尿処理施設の現状と今後の方向性

施設名 築年 構造
延床面積
（㎡）

土地の
状況

施設の
方向性

説明 令和６年度末の進捗

1 深江衛生センター S63 ＲＣ造 622.00 所有 R9以降検討 -

2 南有馬衛生センター H4 ＲＣ造 2,461.91 所有 改修 H30からR2を目標に改修 R2改修済

図表　ごみ処理施設の現状と今後の方向性

施設名 築年 構造
延床面積
（㎡）

土地の
状況

施設の
方向性

説明 令和６年度末の進捗

1
南有馬クリーンセン
ター

H12 ＳＲＣ造 7,251.00 所有 除却 R5を目標に除却
R5倉庫部分解体済　既存施設はリ
レーセンター建設後に除却予定

図表　資源ごみストックヤードの現状と今後の方向性

施設名 築年 構造
延床面積
（㎡）

土地の
状況

施設の
方向性

説明 令和６年度末の進捗

1 深江地区ストックヤード H26 Ｓ造 238.05 所有 R9以降検討 -

2 布津地区ストックヤード H11 Ｓ造 389.21 所有 R9以降検討 -

3 有家地区ストックヤード H12 Ｓ造 67.00 所有 R9以降検討 -

4 西有家地区ストックヤード H11 Ｓ造 60.00 所有 R9以降検討 -

5 北有馬地区ストックヤード H12 Ｓ造 33.35 所有 R9以降検討 -
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（１０）その他施設 

 

6 南有馬地区ストックヤード H11 Ｓ造 63.00 所有 R9以降検討 -

7 口之津地区ストックヤード H11 Ｓ造 61.00 所有 R9以降検討 -

8 加津佐地区ストックヤード H9 Ｓ造 243.00 一部借地 R9以降検討 -

図表　廃校施設等の現状と今後の方向性

施設名 築年 構造
延床面積
（㎡）

土地の
状況

施設の
方向性

説明 令和６年度末の進捗

1 旧山の寺分校 S32 木造 129.15 所有 R9以降検討 -

2 警察官山の寺検問所 不明 木造 16.67 借地 除却 H29に除却済 -

3 旧駐在所（諏訪） S42 木造 58.32 所有 除却 H29に除却済 -

4 旧駐在所（川原） S50 木造 81.08 所有 R9以降検討 -

5 旧龍石小学校 S60 ＲＣ造 2,157.88 一部借地 除却 H29に除却済 -

6 旧見岳小学校 別館他 S51 ＲＣ造 199.00 一部借地 R9以降検討 -

7 旧長野小学校 プール管理棟 S51 Ｓ造 60.00 一部借地 除却 R5を目標に除却 筆界未定地解消中

8 旧慈恩寺小学校 S55 ＲＣ造 1,521.00 一部借地 除却 R5を目標に除却
地権者等と調整中　R7解体施
工予定

9 旧西有家幼稚園 S44 Ｓ造 324.00 所有 R9以降検討 -

10 旧西正寺小学校 S54 ＲＣ造 1,437.70 所有 除却 H30に除却済 -

11 旧梅谷小学校 S62 ＲＣ造 871.00 一部借地 R9以降検討 -

12 旧口之津幼稚園 S49 Ｓ造 635.70 所有 除却 H30に除却済 -

13
旧口之津第一小学校 校
舎他

S50 ＲＣ造 2,991.75 一部借地 除却 R3を目標に除却 校舎：R6年2月解体済
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14
旧口之津第三小学校 倉
庫他

S55 ＣＢ造 111.00 所有 R9以降検討 -

15
旧口之津船員福祉セン
ター

S48 ＲＣ造 899.19 所有 除却 R1に除却 R2年度解体済

16 旧加津佐幼稚園 S53 Ｓ造 574.00 所有 除却 H30に除却済 -

図表　倉庫の現状と今後の方向性

施設名 築年 構造
延床面積
（㎡）

土地の
状況

施設の
方向性

説明 令和６年度末の進捗

1
布津第１倉庫（旧老人
憩の家）

S51 ＲＣ造 414.18 所有 除却 R3を目標に除却
布津公民館等周辺施設と一体的に
検討中　計画変更（時期未定）

2 布津倉庫（旧ﾍﾘﾎﾟｰﾄ跡地） H4 Ｓ造 106.00 所有 除却 R1に除却 R1年度解体済

3 旧有家ウィンバロウ跡倉庫 S48 Ｓ造 727.62 所有 廃止 H30に廃止済 -

4 川向倉庫 S29 木造 58.60 所有 除却 R1に除却 R2年度解体済

5 カッター艇庫 H3 Ｓ造 52.28 所有 除却 R2を目標に除却 R3年度解体済

図表　火葬場の現状と今後の方向性

施設名 築年 構造
延床面積
（㎡）

土地の
状況

施設の
方向性

説明 令和６年度末の進捗

1 布津桜苑 H9 ＲＣ造 917.33 所有 R9以降検討 -

2 南有馬やすらぎ苑 H2 ＳＲＣ造 532.30 所有 R9以降検討 -
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○第１期個別施設計画（平成２９年度～令和８年度）分の進捗状況 

対象施設：１４２施設（※布津庁舎を本庁舎と別館を分離して集計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

進捗状況 １４２施設のうち 進捗割合 

計画完了 ５９施設 ４１．５４％ 

計画完了予定（今年度） ２施設 １．４０％ 

予定通り １０施設 ７．０４％ 

遅れあり（第１期完了予定） １４施設 ９．８５％ 

計画変更（第２期へ） ５０施設 ３５．２１％ 

計画変更（時期未定） ７施設 ４．９２％ 

新規追加：１施設（田平体育館：老朽化が著しいため第２期→第１期：令和８年度除却予定） 



 

  市の行政改革の背景と今後の方向性 

資料 ３ 

 

本市は、平成１８年３月３１日の８町合併により、「南島原市」として歩み始めて２０年を迎えました。合併直後の平成１

８年度を「行革元年」と位置づけて、第１次行政改革大綱を策定し、第２次、第３次及び第４次と行政改革に切れ間なく取り

組んでおります。 

 第１次行政改革大綱から第４次行政改革大綱では、行政コストの削減と、それによる財政の健全化を主軸に、「職員定員の

適正化」「効率的な組織の構築を図るための組織機構改革」の取組を行っており、各計画期間内で想定された課題への対応策

として「電子自治体の推進」「地域協働の推進」「自主財源の確保」「債権の適正管理」といった取組を進めて参りました。 

これらの取組により、経常収支比率や実質公債費比率といった財政指標が、合併当初と比較して改善しております。 

 

計画期間 計画 主な背景 

平成１８～平成２２年度 第１次行政改革大綱 
・合併による肥大化した組織 

・先送りされた地方債残高の増嵩 

平成２３～平成２７年度 第２次行政改革大綱 ・合併算定替えによる財政支援期間での財政基盤強化 

平成２８～令和０２年度 第３次行政改革大綱 

・地方交付税の段階的縮減 

・合併前に各町で建設された重複、かつ老朽化した公共施設 

・定員化適正化計画により職員数が減少する中で、効率的で効果的な組織作り 

令和０３～令和０７年度 第４次行政改革大綱 
・地方交付税の合併算定替え終了による段階的な減額が終了 

・人口減少社会への対応 

 

計画策定の背景 

１ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
第１次～第４次行革大綱の概要 

【第１次大綱】（計画期間：平成１８年度～２２年度） 

●重点項目 

 

 

 

 

●具体的な取り組み 

【第２次大綱】(計画期間：平成２３年度～２７年度) 

 ●重点項目 

  

 

 

 

  ●具体的な取り組み 

(1) 機構・組織の見直し      (2) 職員の定員と給与の適正化 

(3) 事務事業の見直しとコスト削減 (4) 公営施設の民営化と統廃合の推進 

① 行政の担うべき役割の重点化     ② 機構組織の再編整備 

③ 定員管理及び給与等の適正化     ④ 人材育成の推進 

⑤ 公性の確保と透明性の向上      ⑥ 電子自治体の推進 

⑦ 財政健全化 

(1) 選択と集中による行財政運営 (2) 効率的な組織の構築 

(3) 人事管理の適正化      (4) 健全で持続可能な財政基盤の確立 

① 事務事業の見直し        ② 地域協働の推進、情報の共有化 

③ 職員定数の削減         ④ 人材の育成 

⑤ 効率的でわかりやすい組織づくり ⑥ 財政の健全化 

⑦ 自主財源の確保 

【第３次大綱】(計画期間：平成２８年度～３２(令和２)年度) 

 ●重点項目 

  

 

 

 

 ●具体的な取り組み 

(1) 選択と集中による行財政運営    (2) 健全な財政運営 

(3) 効率的な組織の構築と職員力の向上 

① 事務事業の見直し        ② 地域協働の推進、情報の共有化 

③ 公共施設の適正管理       ④ 財政の健全化 

⑤ 債権の適正管理         ⑥ 自主財源の確保 

⑦ 歳出の抑制           ⑧ 効率的な組織の構築 

⑨ 職員力の向上 

【第４次大綱】(計画期間：令和３年度～７年度) 

 ●重点項目 

  

 

 

 

 ●具体的な取り組み 

  

(1) 選択と集中による行財政運営 (2) 健全で持続可能な財政基盤の確立 

(3) スマート自治体の推進    (4) 効率的な組織の構築と職員力の向上 

① 事務事業の見直し        ② 地域協働の推進 

③ 財政の健全化          ④ 債権の適正管理 

⑤ 自主財源の確保         ⑥ 歳出の抑制 

⑦ 行政手続のデジタル化      ⑧ 行政事務の効率化 

⑨ 効率的な組織の構築       ⑩ 職員力の向上 
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◆ 財政効果 

   財政効果 主な効果額（財政効果額の上位 3項目のみ） 

第１次 

行政改革大綱 

約２５億３千万円 

         ※Ｈ１７年比 

・庁舎経常経費の見直し    １２億６千万円 

・定員適正化計画推進     ６億６千万円 

・イベント等補助金見直し  １億１千万円               

第２次 

行政改革大綱 

約６億７千万円 

         ※Ｈ２２年比 

・定員適正化計画推進    ６億３千万円 

・遊休財産売却         ３千万円 

・市長等給与削減          １千万円 

第３次 

行政改革大綱 
約３０億４百万円 

         ※Ｈ２７年比 

・ふるさと応援寄附の推進 ２３億６千万円 

・定員適正化計画の推進   ６億１千万円 

・遊休財産の利活用     ５千２百万円 

第４次 

行政改革大綱 

約２９億６千万円 

※Ｒ０２年比 
※Ｒ０３～Ｒ０５の３年間 

・ふるさと応援寄附の推進 ２４億２千万円 

・定員適正化計画の推進   ２億５千万円 

・遊休財産の利活用     ２億２千万円 

◆ 市税・地方交付税の歳入決算の状況  

区  分 
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

決算額 構成比 決算額 構成比 決算額 構成比 決算額 構成比 決算額 構成比 

市 税 3,625,421 10.2 3,675,824 8.9 3,606,956 9.4 3,695,541 10.3 3,688,109 10.2 

 

 

 

 

 

市町村民税 1,354,790 3.8 1,370,302 3.3 1,387,351 3.6 1,418,950 3.9 1,378,639 3.8 

固定資産税 1,792,585 5.0 1,840,339 4.5 1,733,489 4.5 1,772,955 4.9 1,803,790 5.0 

軽自動車税 192,561 0.5 200,413 0.4 203,690 0.5 209,522 0.6 211,471 0.6 

市町村たばこ税 268,083 0.8 259,906 0.6 277,429 0.7 286,781 0.8 282,224 0.7 

入湯税 17,402 0.1 4,864 0.1 4,997 0.1 7,333 0.1 11,985 0.1 

地方交付税 12,862,074 36.0 12,655,022 30.6 13,298,434 34.8 13,161,083 36.8 12,970,633 35.8 

 

 

普通交付税 11,960,735 33.5 11,762,624 28.4 12,324,585 32.3 12,181,628 34.1 12,009,691 33.1 

特別交付税 901,339 2.5 892,398 2.2 973,849 2.5 979,455 2.7 960,942 2.7 

 

本市の状況 ① 

３ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 職員の定員適正化計画の進捗状況 

項    目 合併時 H19 H20 H21 H22 H23 H24 

 

H25 H26 

計画職員数 
626 

617 599 578 562 550 540 528 507 

実績職員数 612 592 562 547 532 524 517 501 

減 員 数 － ▲14 ▲20 ▲30 ▲15 ▲15 ▲8 ▲7 ▲16 

項    目 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 

計画職員数 487 460 457 452 439 436 427 417 414 

実績職員数 480 460 453 448 435 428 416 406 399 

減 員 数 ▲21 ▲20 ▲7 ▲5 ▲13 ▲7 ▲12 ▲10 ▲7 

（※ 実績職員数は、各年度４月１日現在の人数） 

◆ 市の職員に係る人件費・職員数の状況 
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本市の状況 ② 

４ 



  

４ 

 

◆歳入 

 
 
 
 
 
 
 

財政状況 ① 

単位：千円 

５ 



  

 

◆歳出 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

財政状況 ② 

単位：千円 

６ 



  

 

◆各種の財政指標の推移 
                                                                                    （単位：千円、％） 

項  目 Ｈ２７年度 Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 

財政力指数 0.26 0.26 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25 

経常収支比率 85.4 84.4 83.9 86.5 86.3 87.2 86.2 88.9 88.1 

実質公債費比率 9.2 7.3 4.4 0.8 -2.0 -4.1 -4.8 -4.9 -5.2 

地方債残高 25,287,785 22,509,992 21,324,252 19,957,893 21,365,338 23,173,352 22,192,644 20,299,274 19,771,840 

積立金残高 22,356,479 20,615,542 19,326,590 18,075,511 17,253,299 16,939,986 16,403,467 16,610,869 17,077,383 

内 
 

訳 

財政調整基金 4,387,992 4,385,641 3,488,739 3,490,286 3,491,131 3,383,406 3,377,549 3,378,070 3,529,600 

減債基金 11,084,616 9,260,901 8,559,028 7,072,533 5,606,616 4,233,309 3,427,110 2,904,432 2,840,672 

その他の基金 6,883,871 6,969,000 7,278,823 7,512,692 8,155,552 9,323,271 9,598,808 10,328,367 10,707,111 

※財政力指数：地方公共団体の財政力を示す指標で、普通地方交付税の基準財政収入額を基準財政需要額で除して得たうちの過去３ヶ年の平均値。 

          (財政力指数が高いほど自主財源に余裕があるものとされており、1.00 に近いほど、あるいは 1.00 を超えるほど財政力があるとされている) 

※経常収支比率：歳出総額を、経常的経費と臨時的経費に区分し、人件費、扶助費、公債費の義務的経費などの経常的経費に市税等の経常的に収入される一般財源

がどの程度の割合で充当されているかを示す。 

          (この比率が、低いほど臨時的な経費(建設事業費など)にまわす財源を確保できることなり、高いほど経常的な経費が財政を圧迫して、財政構造の

弾力性が低いということになり、75～85％が適当とされている) 

※実質公債比率：一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模を基本とした額に対する比率。 

（例え）年収に占める借金返済額 

財政指標の推移 

７ 



 

 
第５次行政改革大綱の方向性 

 

令和８年度から令和１２年度までの５年間 

① 第５次計画の計画期間 

 

（１）厳しさを増す財政状況への対応 
 令和７年度をもって合併特例事業債が終了します。また、人

口減少による税収の減少や令和７年度国勢調査結果の地方交

付税への反映などにより、将来の歳入減少が見込まれていま

す。 

 その一方で、物価高騰による経常的経費の増加や、社会イン

フラ等の老朽化に伴う設備更新など、これまで以上に厳しい

財政運営を迫られることが予想されます。 

 このため、歳入と歳出の均衡がとれた財政運営を目指す取

組が必要と考えています。 

（２）人口減少社会への対応 
 生産年齢人口の減少に伴う地域社会の衰退や、歳入減少に

伴う行政サービスの質の低下を防ぎつつ、多様化する行政ニ

ーズにも対応していかなければなりません。 

 人口減少に応じて職員も減少するなかにあって、企画立案

や地域社会支援、住民への直接的なサービス提供といった職

員でなければできない業務に注力できるよう、本市において

も国が推進する「デジタル行政改革」に沿って行政事務の効率

化を進めるなど、「人口減少社会に対応した行政」の構築に積

極的に取り組む必要があると考えています。 

② 第５次計画期間における主な課題等 

 

＜今後の基本的な考え方＞ 

（１）健全で持続可能な財政基盤の確立 

  【歳出の抑制】 

   ・補助金の見直し 

   ・公共施設等の総量の削除など 

  【歳入の増加】 

   ・公共施設の使用料の適正徴収 

   ・ふるさと応援寄附の推進など 
 

（２）ﾃﾞｼﾞﾀﾙ・ﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮﾝ(ＤＸ)の推進 

   ・行政手続きのデジタル化 

   ・行政事務の効率化 
 

（３）効率的な組織の構築と職員の人材育成 

   ・効率的な組織の構築 

   ・職員の人材育成 

 

※具体的な取組を記載している集中改革プランには小粒な取組

や成果が見えにくい取組が記載されている一方、近年は予算上

において経常的な管理経費にあたる費目の増加が著しく、公共

施設の統廃合や補助金等の見直しをはじめ、あらゆる事業の徹

底した見直しが必要であることから、集中改革プランへの計上

内容を抜本的に見直す予定です。 

③ 第５次計画策定の基本的な考え方 

８ 



 
第５次行政改革大綱・集中改革プラン 策定スケジュール（案） 

 

 

★ 第１回（４月下旬） 
・第５次行革大綱方針、スケジュール確認 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

★ 第２回（１２月下旬） 
・第４次改革プラン実績確認 

 ・大綱・改革プラン素案確認 

 

 

 

 

 

★ 第３回（３月下旬） 
・大綱・改革プラン内容確認 

行革本部会議 
 

 

● 第１回（５月２２日） 
・委嘱、諮問、概要説明、方向性確認 
 
 
 
● 第２回（７月下旬） 
・第４次集中改革プラン実績確認 
・第５次集中改革プラン項目検討 

 
● 第３回（９月下旬） 
・第５次集中改革プラン項目検討 
 

 
● 第４回（１１月中旬） 
・第５次集中改革プラン項目確認 

・答申案の検討 

 

● 第５回（１２月中旬） 
・答申案の検討 

・パブリック・コメント内容説明 

 

 

 

 

 

● 第６回（２月下旬） 
・パブリック・コメント結果説明 

・答申案確認、答申 

行政改革推進委員会 
 
■ ４月初旬～５月初旬 
・行政大綱考え方整理、資料作成 
 
■ ６月初旬～７月初旬 
・第４次集中改革プラン検証作業 
 
■ ７月下旬～１１月中旬 
・庁内調整作業 
・新規取り組み項目の照会・検討 
・大綱・改革プランの素案作成 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■ １２月下旬 
・議会全員協議会説明 

   ※改革プラン実績報告＋大綱案説明 
 
■ １月初旬～１月末 
・パブリック・コメント 
 
■ ２月初旬～ 
・大綱・改革プラン案最終調整 

 
■ ～３月末 
・大綱・改革プラン策定、公表、議員配付 

具体的な作業内容 

資料 ４ 
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